
宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補助金交付要綱 

  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、地球温暖化対策の推進にあたり、再生可能エネルギー設備の導

入促進を図るために、住宅に「太陽光発電設備」又は「太陽光発電設備と蓄電池」

の導入工事を実施する者に対し、予算の範囲内で宇部市再生可能エネルギー設備導

入支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定め

るものとする。  

 

（定義） 

第２条 この要綱において「住宅」とは、市内にある戸建住宅をいう。 

 

（補助金の交付対象者）  

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号の

すべてに該当する者とする。 

（１）宇部市の住民基本台帳に記録されている者又は工事完了報告日までに宇部

市立地適正化計画における居住誘導区域内に市外から転入する者。 

（２）自己又は２親等以内の親族が所有し、申請者が居住している既存住宅又は入

居予定の新築住宅に補助金の対象となる工事を実施する者。 

（３）宇部市における市税を滞納していない者。（親族が所有する住宅の場合は、

親族を含む。） 

２ 前項の規定にかかわらず、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という）第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。）、又は暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力

団をいう。）及び暴力団員と密接な関係を有する者は、補助金の交付対象としない

ものとする。 

 

（補助対象工事） 

第４条 補助金の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、住宅への「太

陽光発電設備」又は「太陽光発電設備と蓄電池」の導入工事とし、次の各号に掲げ

る要件のいずれにも該当する工事とする。 

（１）市内業者（市内に本店、支店又は営業所を有する業者であって、申請者を除

くものをいう。）を利用して施工する工事であること。 

（２）太陽光発電設備を未設置の住宅、その他当該住宅に付随する建物の屋根に新

たに設置する工事であること及びその太陽光発電容量が3.0kw以上であるこ

と。 

（３）第６条第２項の規定による交付決定の通知後に着手し、工事完了報告の提出

期限までに第１２条第１項の規定による工事完了報告書の提出が可能な工



事であること。 

（４）発電した電力は、家庭用電力として自家消費（一部で可）する仕組みである

こと。 

（５）関係する法令等を遵守して行う工事であること。 

 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金額、補助要件は、別表に定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請）  

第６条 申請者は、補助対象工事の着手前に、宇部市再生可能エネルギー設備導入支

援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなけ

ればならない。  

（１）住宅位置図（住宅の所在地が確認できる地図） 

（２）工事内容が確認できる図面、資料等 

（３）工事見積書の写し（工事内容が確認できるもの） 

（４）工事前の状態が確認できる書類（住宅の全景、工事予定箇所がわかる写真等） 

（５）対象住宅の所有者がわかる書類（登記事項証明書等） 

（６）宇部市における市税の滞納がないことがわかる書類（市税の滞納がないこと

の証明書の写し） 

（７）施工業者の事業所（本店、支店又は営業所）が市内にあることがわかる書類

（個人事業者の場合は代表者の住民票の写し、法人の場合は登記簿又は法人

所在証明の写し） 

（８）誓約書（市外から転入予定の者に限る。） 

（９）その他市長が必要と認める書類  

２ 市長は、前項の申請があったときは、申請書類の内容を審査のうえ、適当と認め 

るときは、予算の範囲内において、補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。） 

をし、宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補助金交付決定通知書（様式第２号）

により前項の申請者（以下「補助対象者」という。）に通知するものとする。 

 

（補助金の交付）  

第７条 補助金の交付は、同一所有者及び同一住宅に対し、１回に限り補助するもの

とする。ただし、過去に宇部市の他の補助金の交付を受けて、第４条に規定する補

助対象工事を実施した住宅は、補助金の交付を受けることはできないものとする。 

 

（工事の着手）  

第８条 補助対象工事の着手は、交付決定通知後に行わなければならない。  

 

（工事の内容の変更及び交付変更決定） 



第９条 補助対象者は、交付決定を受けた後、補助対象工事の内容を変更（市長が認 

める軽微な変更を除く。）しようとするときは、宇部市再生可能エネルギー設備導

入支援補助金交付変更申請書（様式第３号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申

請しなければならない。 

（１）工事見積書の写し（工事内容が確認できるもの） 

（２）工事変更内容が確認できる図面、資料等 

（３）工事前の状態が確認できる書類（工事予定箇所がわかる写真等） 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、申請書類の内容を審査のうえ、適 

当と認めるときは、宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補助金交付変更決定通

知書（様式第４号）により、補助対象者に通知するものとする。 

 

（変更工事の着手）  

第 10 条 補助対象工事の内容を変更しようとする工事の着手は、交付変更決定通知 

後に行わなければならない。 

 

（工事の中止）  

第 11 条 補助対象者は、交付決定を受けた後、補助対象工事を中止しようとすると 

きは、工事中止届（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

 

（完了報告等）  

第 12 条 補助対象者は、補助対象工事が完了したときは、その完了した日から起算 

して３０日以内又は募集年度の１月３１日（１月３１日が土・日曜日の場合は、翌

月曜日）のいずれか早い日までに、宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補助金

工事完了報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

（１）工事に要した費用の領収書の写し等 

（２）工事完了写真（住宅の全景、太陽光発電設備又は太陽光発電設備と蓄電池の

設置が確認できる写真等） 

（３）宇部市の住民票（申請時点で宇部市外に居住していた者に限る。） 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の工事完了報告書が提出されたときは、その内容を検査するものと 

する。この場合において必要があると認めるときは、補助対象者、施工業者その他 

関係者に報告を求め、又は実地調査を行うことができる。 

 

（補助金の額の確定）  

第 13 条 市長は、前条の検査の結果、実施された補助対象工事の内容が、適当と認 

めるときは、補助金の交付額を確定し、宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補



助金交付確定通知書（様式第７号）により、補助対象者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付等）  

第 14 条 補助対象者は前条の交付確定通知を受けたときは、速やかに宇部市再生可

能エネルギー設備導入支援補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は前項の提出があったときは、補助対象者に対して、速やかに補助金を交付 

するものとする。 

 

（交付決定の取消し等）  

第 15 条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定を 

取り消すことができる。 

（１）申請書その他の提出書類の内容に偽りがあったとき。 

（２）この要綱に違反したとき。 

（３）前号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、補助対象者に対し、宇部

市再生可能エネルギー設備導入支援補助金交付決定取消通知書（様式第９号）によ

り、通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しに関し、既に補助金が交付されているときは、 

補助対象者に対し、宇部市再生可能エネルギー設備導入支援補助金返還命令書（様

式第１０号）により、補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（財産の管理）  

第 16 条 補助対象者は、工事が完了した後も、当該工事により取得し、又は効用が 

増加した財産を善良な状態でかつ管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

（その他）  

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が 

別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 



別表（第５条関係） 

補助対象工事 太陽光発電設備の導入工事 太陽光発電設備と蓄電池の導入工事 

補 助 金 額 １０万円（定額） ３０万円（定額） 

 


